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案件１ 行政経営に係る課題について 

    前回の委員会（10 月 13 日開催）及びその後各委員より個別に提出のあった意見につい

て、行政経営幹事会（課長補佐級）において幹事会意見との調整を行い、整理を行った。 

  （１）課題の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（財政運営のマネジメント不足）

（公共施設のマネジメント不足）

（組織運営のマネジメント不足）

（事務事業のマネジメント不足）

（地域づくりのマネジメント不足）

行
政
サ
ー

ビ
ス
の
悪
化

財政状況の悪化 収入減少予測に見合うだけの
支出削減ができていない

財政指標等に目標値が無い 委員会

役場の会計制度だと将来的な負債の状況が
把握しづらい

委員会

決算の状況が予算編成に生かしきれていな
い

委員会

各課で自主的に予算を削減する仕組みがな
い

委員会

公営企業（病院）の財政状況を管理する仕
組みがない

委員会

公共施設の統廃合がされな
いため維持管理経費が増え
る

公共施設全体の管理計画（ビジョン）が無い 幹事会

２つの庁舎を保有しており、コスト削減が難し
い

幹事会

公共施設の費用計算について減価償却計
算を用いていない

委員会

近隣市町村と施設を共同利用する検討・取
組がない

委員会

行政組織の機能不
全

効果的かつ効率的な組織運
営ができていない

限られたマンパワーのため行政課題やニー
ズに対応しきれていない

幹事会

業務量・業務配分に偏りがある 幹事会

メンタルヘルスに不調を生じる職員がいる 幹事会

職員の特性（研修受講やスキル）を踏まえた
人事配置ができていない

幹事会

業務の中心となる階層（課長、課長補佐級）
の意識改革への取組が乏しい

委員会

業務の改善、効率向上に係る取組が乏しい 委員会

業務目標（部署・個人）の達成に係るフォ
ローアップの仕組みがない

委員会

事務事業・推進施
策の消化不良

事務事業の検証が欠如して
いるため選択と集中ができて
いない

実施計画の評価が内部職員により行われて
いる

幹事会

事務事業が整理されず増え続けている・事
務処理が多様化し続けている

幹事会

職員の対話による調整能力（ファシリテーショ
ン）の向上が必要

委員会

住民・議会・行政
間の連携不足

住民・議会と協働する取組み
が足りない

議会（常任委員会）との連携が足りない 幹事会

26

職員総数を管理する指針がない 委員会

住民との十分な情報共有が図られていない 委員会

各種計画の策定にあたり、住民参画が単な
る意見聴取に留まっている

委員会

電算システム導入後の検証をしていない 幹事会

内容が類似する会議が多く整理されていな
い

幹事会

補助金等評価についてＰＤＣＡサイクルによ
る検証が不足している

委員会

1

2

3

4

5

6

7
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9
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13
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15
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18

19

20

21

22

23

24

25
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  （２）課題事項の個別説明 

ア）財政運営の課題 ☞財政状況の悪化を招く要因 

№ 課  題 説      明 備考 

1 財政指標等に目標値
がない 

これまでの推移や他自治体との比較データは有るが、財政の健全
化を目指すためには、具体的な目標値を設定し、その達成状況を
検証していくことが必要。 

委員会 

2 役場の会計制度だと
将来的な負債の状況
が把握しづらい 

役場の会計は、１年間の現金の動きは良く把握できるが、将来的
な負債・負担との関係がわかりづらいものとなっている。 
複式簿記（公会計制度）を導入し、今後の財政見通しを立てた経
営が求められる。 

委員会 

3 決算の状況が予算編
成に生かしきれてい
ない 

町も含めた役所は、お金の使い道である予算がフォーカスされが
ちであるが、予算は力の有る課長ほど獲得される傾向にあるので
はないか。 
無駄な部分、削減可能な部分を検証するためには決算の具体的な
検証が必要だと思う。 

委員会 

4 各課で自主的に予算
を削減する仕組みが
ない 

予算（歳出）を削減するには、各課からの要求を査定するより、
各課からの要求自体を削減する仕組みを導入した方が良い。 
八戸市などではインセンティブ（予算要求を削減した課に対し、
翌年の予算にボーナスを付与するなど）を導入しているので、参
考にしてはどうか。 

委員会 

5 公営企業（病院）の
財政状況を管理する
仕組みがない 

おいらせ病院は、旧町時代に経営危機に陥ったことがある。公営
企業の経営は、町本体（一般会計）に影響を及ぼすため、町が公
営企業の経営状況を検証する仕組みが必要ではないか。 

委員会 

 

イ）公共施設の課題 ☞維持管理費の増大（財政状況の悪化）を招く要因 

№ 課  題 説      明 備考 

6 公共施設全体の管理
計画（ビジョン）が
ない 

効率的な行政運営を実現するため合併したはずだが、既存の公共
施設については、統廃合の検討が行われないまま新設や更新を行
っているように感じる。 
公共施設を何のビジョンも無く保有し続けると、維持管理経費が
増加し続け、町財政が逼迫する要因になるのではないか。 

幹事会 

7 ２つの庁舎を保有し
ており、コスト削減
が難しい 

本庁舎、分庁舎に役場庁舎が分散することにより、庁舎に係る経
費の削減が難しくなっている。 
また、窓口が分散している状態ということでもあり、住民サービ
スの面からも良い状態ではない。 

幹事会 

8 公共施設の費用計算
について減価償却計
算を用いていない 

公共施設の導入にあたっては、イニシャルコストについては良く
検討していると思うが、ランニングコストのほか、施設の改修や
設備の更新費用も含めて検証する必要が有るため、減価償却計算
を用いて公共施設の整備方針を検討する必要が有る。 

委員会 

9 近隣市町村と施設を
共同利用する検討・
取組みがない 

住民が利用する公共施設は、近隣市町村との共同利用も視野に入
れて検討しないと、単一の町ですべての公共施設を揃えることに
囚われ、身の丈にそぐわない財政負担を負う懸念がある。 

委員会 
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ウ）行政運営の課題 ☞組織の機能不全を招く要因 

№ 課  題 説      明 備考 

10 限られたマンパワー
のため、行政課題や
ニーズに対応しきれ
ていない 

これまでの行政改革・定員適正化の取組みにより職員総数が減少
したため、課題やニーズに対応しきれていない状況に陥っている。 

幹事会 

11 業務量・業務配分に
偏りがある 

業務量とのバランスが取れた職員数が配置されていないため、部
署間又は部署内の業務配分に偏りがある。 

幹事会 

12 メンタルヘルスに不
調を生じる職員がい
る 

組織内のコミュニケーションの不足のためか、心の健康が保持で
きずに長期療養する職員がいる。このことは、１人当たりの業務
量を増大させ、連鎖を引き起こす要因になり得る。 

幹事会 

13 職員の特性（研修受
講やスキル）を踏ま
えた人事配置ができ
ていない 

職員の研修受講やスキルを考慮した人事配置をするよう工夫し、
専門的知識を有するエキスパートの育成を図る必要がある。 
人事配置は総人数や課毎の人数、在課年数等の制約によるところ
も大きいが、取組として必要ではないか。 

幹事会 

14 業務の中心となる階
層（課長、課長補佐
級）の意識改革への
取組みが乏しい 

日常業務の中心となる職層（課長級、課長補佐級）については、
行政経営改革のエンジンの役割を果たすべき職層であることか
ら、意識改革の取組みが必要ではないか。 

委員会 

15 業務の改善、効率向
上に係る取組みが乏
しい 

業務の効率化を図るには、業務改善の取組が必要ではないか。民
間では個人の目標管理の項目として設定している。 

委員会 

16 業務目標（部署・個
人）の達成に係るフ
ォローアップの仕組
みがない 

組織や個人の業務目標について達成度に不足がある場合は、当該
目標を重点施策とし、原因の究明や改善策を示していく取組みが
必要ではないか。 

委員会 

17 職員総数を管理する
指針がない 

一般職員はこれまでの取組みで減少してきたが、反対に臨時職員
の数が増加してきたような印象を受ける。 
臨時職員を含めた全体の常勤職員数を管理・検証することが必要
ではないか。 

委員会 

 

  エ）事務事業の課題 ☞事務事業や推進施策の消化不良を招く要因 

№ 課  題 説      明 備考 

18 実施計画の評価が内
部職員により行われ
ている 

実施計画については、ＰＤＣＡサイクルによる検証を行っている
が、その評価は担当課（担当課長、担当職員）によるものであり、
客観性や公平性という点で疑問が残る。第三者機関等外部による
評価が必要ではないか。 

幹事会 

19 事務事業が整理され
ず増え続けている・
事務処理が多様化し
続けている 

町長公約のほか、行政ニーズや環境の変化に伴い、事務事業が整
理されないまま増え続けている傾向があり、消化不良の懸念があ
る。また、行政サービスのほか、イベント等の意義目的を踏まえ
た評価を行い町の魅力を集中させることが必要ではないか。 

幹事会 
委員会 

20 電算システム導入後
の検証をしていない 

電算システムの導入時には費用対効果などを検討していると思う
が、システム導入後の検証は行っていない。実際に予定どおりの
効果があったか、課題事項はないか等の検証が必要ではないか。 

幹事会 

21 内容が類似する会議
が多く整理されてい
ない 

各所管課が分掌内容に応じ庁内会議（●●推進本部、●●幹事会
等）を設けているが、類似する内容の会議も多く整理が必要では
ないか。 

幹事会 

22 補助金等評価につい
てＰＤＣＡサイクル
による検証が不足し
ている 

補助金等評価について、費用対効果、必要性、達成度等を検証で
きるようＰＤＣＡサイクルに沿った検証が必要ではないか。特に
多年度事業・継続事業については１年ごとに補助金の効果が出せ
るような支援体制・仕組みの確立が必要ではないか。 

委員会 

 

  



- 5 - 

 

  オ）住民、議会との連携不足 ☞町自治基本条例の趣旨にそぐわないまちづくり 

№ 課  題 説      明 備考 

23 議会（常任委員会）
との連携が足りない 

町自治基本条例では、住民と議会、行政との協働を掲げている。
議会（常任委員会）との連携を強化することが必要ではないか。 

幹事会 

24 住民との十分な情報
共有が図られていな
い 

住民との協働を進めるにあたり、徹底した情報公開を行い、町の
現状と課題を住民と共有することが必須であるが、現行では質・
量の両面で不足である。 

委員会 

25 各種計画の策定にあ
たり、住民参画が単
なる意見聴取に留ま
っている 

各種計画の策定に係る住民参画は、現状では意見聴取のレベルに
留まっていることが多い。検討段階から住民を参画させる取組み
が必要ではないか。 

委員会 

26 職員の対話による調
整能力の向上が必要 

住民との協働のためには、住民と行政との対話の機会を増やし、
知恵やアイデアが生み出される仕組みが必要である。職員にあっ
ては、その対話の場を調整・コーディネートするファシリテーシ
ョン能力の向上が必要である。 

委員会 

 

（３）課題事項として取り上げなかったもの 

№ 課題事項 説      明 備考 

1 施策が総花的／類似事
業が多い／町長公約が
多すぎる等 

町長公約自体の多寡や施策の統廃合自体を行政経営計画の中で
規定することはできないと思われるが、具体的施策に対する評
価については取組みできるものと思われる。 
 
 ☞№18（施策の評価）に包含する扱い 

幹事会 

2 議員報酬の日当制検討 議員の報酬については、報酬条例の改正自体が議員発議となっ
ている状況から鑑みると行政経営で取扱いできないものと思わ
れる。 

幹事会 

3 苦情電話の録音 課題事項とするには微細と思われるが、業務の効率化が阻害さ
れるようであれば行政経営幹事会等で検討することは可能と思
われる。 
 
 ☞№15（業務改善、効率化）に包含する扱い 

幹事会 

4 街灯点灯設定の検証 「業務改善」という観点からの検証は必要と思われる。 
 
 ☞№15（業務改善、効率化）に包含する扱い 

委員会 

5 地域特性を活かした施
策、定住促進に重点を
置いた施策推進が足り
ない 

「おいらせ町まち・ひと・しごと創生総合戦略」の所掌事項で
あり、行政経営計画における取組み事項には該当しない。 

委員会 

6 町議会審議状況の中継 町議会の実況中継については、議会自身による議会改革の取組
みの下行うものであり、「行政」経営の中で取扱いできないもの
と思われる。 

委員会 
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案件２ 行政経営計画の体系案について 

    案件１にて整理した、課題事項を解消する取組みを行政経営幹事会において検討を行っ

た。なお、その取組みは「おいらせ町行政経営計画における取組事項」として位置付ける

ものとする。 

    また、取組事項の整理・分類を行い、行政経営計画の体系案を作成した。 

    （１）行政経営計画の体系（行政経営幹事会案） 

 

 

 

  

計画の目標 基本方針 取組事項

住民サービスの向上を続ける
行政経営

Ⅰ 財政基盤を強化します ① 財政指標等の目標を定めます

④
各所管課において自主的に経費節減を図り
ます

⑤ 公営企業の安定経営を図ります

② 公会計改革を推進します

③ 決算状況を検証し町財政計画に活かします

Ⅱ
効果的かつ効率的な組織運
営を行います

①
定期的に行政組織や職員定数等の見直しを
行います

⑥
公共施設全体をマネジメントする指針を策定
します

⑦
分散配置している役場庁舎の統合を引き続
き検討します

Ⅲ
事務事業を検証し選択と集中
を推進します

① 外部委員による事務事業の評価を行います

③
業務改善・効率向上に係る取組みを行いま
す

④ 職員の意識改革を行います

Ⅳ
住民・議会・行政との協働を
推進します

① 町議会との協働を推進します

② 電算システム導入後の効果検証を行います

③ 効率的な会議運営を推進します

④ 住民との対話による合意形成を促進します

⑧ 民間活力（PPP）の活用を検討します

②
積極的な情報公開を推進し情報の共有を図
ります

③ 町政への住民参画を推進します

④ 町補助金等の検証を行います

② 業務目標を達成する組織風土を醸成します
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    （２）取組事項（案）の個別説明 

       取組事項の検討にあたっては、実際にアクションプランとして、どのような取組

みを行っていくのかという想定をしながら検討を行った。 

       なお、「アクションプラン」とは、行政経営計画の下に位置付ける取組事項の実施

計画であり、「いつ・なにを・どのように取り組む・所管課はどこか」という具体的

事項を定めて、毎年度ＰＤＣＡサイクルにより検証を進めていくことを想定してい

る。 
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基本方針Ⅰ 財政基盤を強化します 

№ 取組事項名 想定アクションプランの概要 想定所管課 備  考 

１ 財政指標等の目標を

定めます 

・健全化判断比率（４指標）及び経常収支比率の目標値を

企画財政課（財政係）が案を作成し、行政経営本部会議

で審議・決定する。 

・毎年度進捗管理を行い、目標値と乖離した場合、その要

因を分析する。 

企画財政課 ・審議の課程で当委員会へも意見を聴くことが想定さ

れます。 

 

２ 公会計改革を推進し

ます 

・新公会計制度に基づく財務諸表（バランスシート等）に

ついては、平成 29年度から現在の簡易的作成方法から、

本格的な複式簿記の作成方法に移行したものを公表す

る。 

・新公会計制度による財務諸表について理解を深める取組

（研修等）を行うとともに、財政運営への効果的活用を

図る。 

企画財政課 ・担当課では実施すべく準備（固定資産台帳の整備等）

を進めています。 

・役場職員は複式簿記に関する知識経験が乏しいた

め、効果的活用を図るにあたり、まず理解を深める

ことが重要です。 

３ 決算状況を検証し町

財政計画に活かしま

す 

・翌年９月頃に確定する決算状況について、類似団体等と

の比較分析等の検証を行い、町財政計画へ反映させる。 

企画財政課 ・「町財政計画」は、個別施策の年次計画である「町

実施計画」に基づいて、将来 10 年間の財政収支を

推計するものです。町財政計画は、次年度の予算編

成方針作成の基礎となるものです。 

４ 各所管課において自

主的に経費節減を図

ります 

・インセンティブ制度等の導入により、各課の創意工夫に

より予算要求段階からの経費節減を図る。 

・最小の経費で最大の効果を上げるための取組を検討実施

する。 

企画財政課 

全課 

・インセンティブ制度のみならず、他の手法も検討す

る必要が有ると思われます。 

５ 公営企業の安定経営

を図ります 

・公営企業（下水道事業、病院事業）について、中期経営

計画を定め進捗を検証する。 

地域整備課 

おいらせ病

院 

・経営計画の検証については、当委員会のような第三

者機関による検証が望ましいと思われます。 



- 9 - 

 

№ 取組事項名 想定アクションプランの概要 想定所管課 備  考 

６ 公共施設全体をマネ

ジメントする指針を

策定します 

・公共施設等整備の指針となる公共施設等総合管理計画を

平成 28年度中に策定、公表する。 

企画財政課 ・「公共施設等総合管理計画」については、当委員会

を含む行政経営の枠組みの中で検討を進めていく

予定であり、具体的スケジュールは担当課（企画財

政課）において検討中です。 

７ 分散配置している役

場庁舎の統合を引き

続き検討します 

・庁舎整備検討委員会におけるこれまでの検討結果を踏ま

え、改めて統合庁舎建設に向けた検討をする。 

総務課 ・H25.7.11 に公募委員等で構成する「庁舎整備検討委

員会」から統合庁舎建設について提言を受けたとこ

ろですが、財源や土地利用等の課題が有り保留中で

す。 

８ 民間活力（PPP）の活

用を検討します 

・効率的かつ効果的な公共サービスの提供を行うため、民

間資金・民間のノウハウを活用する取組みとして、ＰＰ

Ｐ（若しくはＰＦＩ、指定管理者制度）の導入に向けた

検討をする。 

総務課 

企画財政課 

PPP（ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ）：従来公営で行

ってきた事業について、計画段階から民間に参入さ

せる公民の協力形態 

PFI（ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ ﾌｧｲﾅﾝｽ ｲﾆｼｱﾁﾌﾞ）：地方公共団体の計

画した事業について、資金やノウハウを民間が提供

する公民の協力形態 

指定管理者制度：公の施設の管理について、民間に委

託する方式（当町は貸館や清掃等の「民間業務委託」

であり、管理自体は直営という扱いです） 
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基本方針Ⅱ 効果的かつ効率的な組織運営を行います 

№ 取組事項名 想定アクションプランの概要 想定所管課 備  考 

１ 定期的に行政組織や

職員定数等の見直し

を行います 

・変化する行政ニーズに的確に対応するため、行政組織の

見直し（組織機構改革）を行う。 

・業務量を的確に把握するための方法等について検討し、

業務量及び職員の適性等を踏まえた人事配置に資する。 

・定員適正化計画の進捗を検証し、必要に応じ見直しを行

う。併せて、臨時職員を含めた常勤職員の総数を管理す

る。 

・職員の再任用制度や時差出勤制度等、多様な働き方の運

用について検討する。 

総務課  

２ 業務目標を達成する

組織風土を醸成しま

す 

・業務目標を達成するため、所属長等が適切にフォローア

ップする。 

・職員間のコミュニケーションを活性化し、日ごろから課

題事項等を共有できる風土を醸成する。 

総務課 

全課 

・来年度から人事評価制度を施行する予定であり、設

定する業務目標の達成に向けたマネジメントを行

う必要が有ります。 

 

３ 業務改善・効率向上

に係る取組みを行い

ます 

・職員提案制度の見直しを行う。 

・行政経営本部会議を主体とし、定期的に事務改善につい

て検討する。 

総務課 ・職員が事務改善や施策等を提案できる仕組みとして

職員提案制度が有りますが、提案件数が少なくなっ

ていることから、制度の見直しが必要です。 

・行政経営の取組みとして、事務に関する問題の検証

及び改善について、定期的に検討を行う予定です。 

４ 職員の意識改革を行

います 

・職員研修実施計画等に基づき、職員の意識改革を促すた

めの研修等の取組みを行う。 

・人事評価制度の施行や人材育成基本方針に基づく取組み

により、自己研鑽意識の高揚（職員の研修参加率の向上）

を図る。 

総務課 ・職員の意識改革は、課長級や補佐級などの特定の職

層のみではなく、全ての職層について必要です。 
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基本方針Ⅲ 事務事業を検証し選択と集中を推進します 

№ 取組事項名 想定アクションプランの概要 想定所管課 備  考 

１ 外部委員による事務

事業の評価を行いま

す 

・実施計画事業を対象に、定期的に第三者機関（行政経営

推進委員会）による評価・検証を行う。 

・第三者機関の評価・検証にあたっては、庁内評価を経て

実施する。また、公平性・公正性確保のため、対象事業

の利害関係者自らが評価に関与しないような調整を行

う。 

総務課 

企画財政課 

・当委員会が第三者機関として、町の個別施策の計画

である実施計画事業の評価・検証を担うことを想定

しています。 

・実施計画事業については、総数で 200を超えるメニ

ューがあることから、評価対象事業の選定方法につ

いて検討する必要が有ります。 

２ 電算システム導入後

の検証を行います 

・電子計算組織管理運営委員会（庁内組織）による既存の

電子計算処理システムの検証を行う。 

企画財政課 ・電子計算組織管理運営委員会は、主としてシステム

導入時や改修時の検討に取り組んできています。 

３ 効率的な会議運営を

推進します 

・附属機関、庁内会議の実施状況を調査し、内容が類似・

関連するものについて統合を検討する。 

・会議の終了時間を設定すること等の取組みにより、効率

的な会議運営を図る。 

総務課 ・附属機関（当委員会のような第三者機関）の見直し

は平成 27 年度中に実施しましたが、庁内会議の種

類も多く、調査検討が必要です。 

４ 町補助金の検証を行

います 

・補助金等評価委員会を定期的に開催し、町補助金の評価

を行う。 

・ＰＤＣＡサイクルにより、より効果的な補助の有り方等

について検証する。 

企画財政課 ・補助金等評価委員会は、町補助金の評価を行う第三

者機関で、約３年に１回の頻度ですべての町補助金

の評価を行います。 

・開催頻度を上げることで、町補助金の評価のみなら

ず、効果的な補助の有り方について検討するもので

す。 
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基本方針Ⅳ 住民・議会・行政との協働を推進します 

№ 取組事項名 想定アクションプランの概要 想定所管課 備  考 

１ 町議会との協働を推

進します 

・政策の形成について、行政と町議会双方向の連携を深め

るためのルールを検討する。 

総務課 

議会事務局 

・行政と議会の役割の違いを踏まえると、行政から議

会へ情報提供や提案を行うのが一般的ですが、とも

に町政の担い手でもあることから、行政から町議会

の一方通行ではなく、双方向の連携が必要と思われ

ます。 

２ 積極的な情報公開を

推進し情報の共有を

図ります 

・ＳＮＳ（Facebook、Twitter）の導入に向けた検討を行

う。 

・公式ホームページの運用状況の検証・見直しを行う。 

総務課 ・公式ホームページを充実しても、アクセスされなけ

れば効果が半減してしまいます。若年層が多く使用

しているＳＮＳを効果的に用い、公式ホームページ

に誘導するような情報発信の方法を検討します。 

・公式ホームページを各課が情報発信ツールとして効

果的に利用しているか、庁内各課の利用状況等の検

証が必要な時期と思われます。 

３ 町政への住民参画を

推進します 

・附属機関委員の公募実施状況を引き続き検証し、公募対

象等について見直しを行う。 

・住民との対話により施策が形成されるよう、各種計画や

施策の検討段階から附属機関会議や懇談会、広聴会等、

住民との対話の場を設けることを推進する。 

・パブリックコメントの活用を推進する。 

まちづくり

防災課 

総務課 

・行政からの働きかけによる住民参画のほか、「住民

の地域のことは自分たち自身で解決する」というよ

うな「自治体内分権」に向けた方向性や取組みの検

討も必要と思われます。 

４ 住民との対話による

合意形成を促進しま

す 

・職員研修実施計画等に基づき、研修等の取組みにより職

員のファシリテーション能力を向上させる。 

総務課 ・さまざまな立場の人と協働していくために、合意形

成を促すスキルが職員に求められます。 
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４ 今後の予定（確認） 

（１）行政経営計画については、平成 28年 11月中の正式決定を期限とし進めていきます。 

（２）９月、10月については、町議会の意見を踏まえ必要に応じ修正検討等を行うものです。 

（３）「公共施設等総合管理計画」の検討については、別途所管課と調整次第お知らせします。 

項  目 H28. 4 H28. 5 H28. 6 H28. 7 H28. 8 H28. 9 H28.10 H28.11 H28.12 H29. 1 H29. 2 H29. 3 

行政経営計画（全体）素案の検討 

 

 幹事会 本部会議 

委員会 

  (幹事会) (本部会議) 

(委員会) 

     

アクションプラン案の検討 

 

 幹事会 幹事会 本部会議 

委員会 

 (幹事会) (本部会議) 

(委員会) 

     

町議会に検討状況説明 

 

    事務局        

パブリックコメントの募集 

 

      事務局      

行政経営計画・アクションプランの正

式決定・公表 

       本部会議     

 


